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令和７年度「ふくしま２４時間子どもＳＯＳ」電話相談事業業務委託 

募集要領 

 

この要領は、令和７年度「ふくしま２４時間子どもＳＯＳ」電話相談事業を委託する事業者を公募型プロ

ポーザル方式で募集する際の手続きについて、必要な事項を定める。 

 

留意事項 

本業務は令和７年度福島県当初予算の成立を前提に事業化される停止条件付事業であり、予算の成立が

ない場合は委託手続き停止の措置を行うことがある。 

 

１ 業務の目的 

いじめをはじめとした様々な問題に悩んでいる本県の子ども及び避難している子ども（保護者や対象児

童生徒と関係性があるものを含む）が一人で悩まずに、２４時間いつでも電話相談できるよう、福島県教

育センターにおいて学校教育相談員が行っている「ダイヤルＳＯＳ」が対応していない、夜間や休日の電

話相談を行う。 

 

２ 業務の概要 

（１）内容 

令和７年度「ふくしま２４時間子どもＳＯＳ」電話相談事業業務委託仕様書のとおり  

（２）委託期間  

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで  

（３）委託契約上限額  

８，３４５千円（消費税及び地方消費税を含む）  

 

３ 参加資格 

このプロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。  

（１）仕様書に定める業務を確実に遂行する能力を有し、適正な執行体制が整備されていること。  

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。  

（３）定款、規約を持ち、株主総会や理事会等で団体の意思決定ができ、財産管理の方法が明確であるこ

と。  

（４）募集要領を公示した日から契約締結日までの期間において、福島県の機関及び他の自治体等からの

入札参加資格制限措置要綱の規定に基づく入札参加制限中の者でないこと。  

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てをした者若しくはな

された者（同法第４１条第１項に規定する更生手続き開始の決定を受けた者を除く。）又は民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てをした者若しくはなされた者

（同法第３３条第１項に規定する再生手続き開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。  

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定す
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る暴力団（以下「暴力団」という。）に該当しないほか、次に掲げる者でないこと。  

ア 役員等（提出者が個人である場合にはその者を、提出者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力

団員」という。）。  

イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している者。  

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者。  

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい

は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者。  

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者。  

（７）県税を滞納しているものでないこと 

（８）消費税または地方消費税を滞納している者でないこと。  

（９）宗教活動及び政治活動を主たる目的としていないこと。  

（10）企画提案書提出日前３年間に、法人の事業等において刑法等の重大な法令に違反して処罰等を受 

けていないこと。  

（11）過去５年以内に類似・関連業務を実施した実績があること。  

 

４ スケジュール  

（１）募集開始        令和７年２月１２日（水） 

（２）質問受付期限      令和７年２月２０日（木）正午まで 

（３）質問に対する回答    令和７年２月２１日（金）まで随時 

（４）参加申込書提出期限   令和７年２月２７日（木）１７時 

（５）企画提案書等提出期限  令和７年３月 ３日（月）１７時 

（６）審査          令和７年３月上旬から中旬 

（７）審査結果の通知     令和７年３月中旬 

（８）見積合わせ･県との協議  令和７年３月中旬から下旬 

（９）契約締結        令和７年４月 １日（火） 

 

５ 参加申込書様式等の入手方法  

福島県教育庁義務教育課のホームページからダウンロードして入手すること。 

なお、窓口または郵送等での交付は行わない。 

 

６ 参加申込書の提出  

このプロポーザルに参加する意思のある者は以下のとおり参加申込書を提出すること。 

（１）提出書類 

参加申込書（様式第１号） 
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（２）提出期限 

令和７年２月２７日（木）１７時まで（必着） 

（３）提出方法 

持参または郵送で提出すること。 

ア 持参の場合の受付時間は、９時から１７時まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）とする。 

イ 郵送の場合は封筒に「令和７年度ふくしま２４時間子どもＳＯＳ電話相談事業参加申込書在

中」と朱書きのうえ配達記録が残る方法で、提出期限までに到着するように送付すること。 

（４）留意事項 

ア 提出期限までに参加申込書を提出しなかった者は、以降の手続きに参加できないものとする。 

イ 参加申込書を提出した後に参加を辞退する場合は、辞退届（任意様式。理由を明記）を提出す

ること。 

 

７ 質問の受付  

（１）提出書類 

質問書（様式第２号） 

（２）受付期限 

令和７年２月２０日（木）正午まで 

（３）提出方法 

電子メールで提出すること。 

なお、電子メールの件名は「【質問】令和７年度ふくしま２４時間子どもＳＯＳ電話相談事業公

募」とすること。 

（４）質問への回答方法 

質問に対する回答は、義務教育課ホームページに随時掲載して回答する。 

ただし、質問または回答の内容が質問者の具体的な提案事項に密接に関わる場合は、質問者に対し

てのみ回答する。 

なお、質問の内容によっては、回答しない場合もある。 

（５）留意事項 

受付期間経過後の質問または指定した方法以外での質問（訪問や電話など）は、内容を問わず受け

付けない。 

 

８ 企画提案書等の提出  

（１）提出書類 

ア 企画提案提出書（様式第３号） 

イ 企画提案書（任意様式） 

作成に当たっては、本要領９に留意すること。 

ウ 事業者の概要（任意様式） 

本社所在地、支店・営業所等の組織、設立年月日、資本金、従業員数、関連会社、業務内容等を
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明記すること。 

エ 見積書（任意様式） 

（ア）本事業に必要な経費（人件費など）は全て計上し、可能な限り詳細な積算内訳を明記するこ

と。 

（イ）見積金額は、税抜金額、消費税及び地方消費税額及び合計額を記載すること。 

（ウ）見積書は企画提案審査の参考とするものであり、契約締結の際に再度見積書の提出を求める。 

オ 児童生徒に対する電話相談業務または類似業務の実績を証する書類 

契約書（仕様書を含む）の写し、または契約相手方が発行する実績証明書を提出すること。  

カ 財務諸表 

直近決算の貸借対照表、損益計算書及びキャッシュフロー計算書を添付すること。 

キ 現在事項全部証明書 

ク 暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第４号） 

（２）提出部数 

ア 上記（１）ア～エ 

正本１部、副本６部 

イ 上記（１）オ～ク  

１部  

（３）提出期限 

令和７年３月３日（月）１７時（必着） 

（４）提出方法 

持参または郵送で提出すること。 

ア 持参の場合の受付時間は、９時から１７時まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）とする。 

イ 郵送する場合は、封筒に「ふくしま２４時間子どもＳＯＳ電話相談事業企画提案書」在中の旨

を朱書きして、配達記録が残る方法で送付すること。 

（５）その他 

企画提案書等は、参加申込書提出者１者につき１提案のみ受け付けるものとし、提出後における企

画提案書等の内容変更、差替え又は再提出は認めない。 

 

９ 企画提案書作成に当たっての留意事項  

（１）任意様式とする。 

（２）各ページ（表紙及び目次を除く）の下部中央にページ番号を記載すること 

（３）表紙に「令和７年度ふくしま２４時間子どもＳＯＳ電話相談事業企画提案書」と記載するととも

に、企画提案者名を記載すること 

（４）本要領１０（２）を踏まえ、コンセプトや具体的な実施内容、業務への取組方法など、提案する内

容とそれに付随する事項を盛り込んで作成すること 

なお、次の項目については、必ず盛り込むこと 

ア 業務の実施方針 
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イ 実施体制 

（ア）従事者及び責任者の配置体制等 

（イ）本業務の統括責任者の氏名、職名、会社での担当業務、本業務に関連する経験年数、取得資

格名称等 

（ウ）人員配置の考え方及び具体的な計画（欠員を防止するための対応を含む） 

（エ）仕様書に定める資格・経験別の相談従事者数 

（オ）研修予定等の人材育成方針 

ウ 児童生徒に対する電話相談業務または類似業務の実績 

過去５年以内に実施した代表的な事業の内容 

エ 相談等への対応 

（ア）自殺や犯罪等の緊急性が高い案件か否かの判断基準 

（イ）確実かつ円滑に業務を実施するための取り組み等 

（ウ）相談者に紹介する他の相談機関の例示 

オ 個人情報及び相談者のプライバシー保護の対策 

（ア）業務の実施環境を含む、具体的な取り組み状況 

（イ）従事者の故意による情報漏洩に限らず、不注意による紛失や漏洩、不正アクセス等を防止す 

るための対策 

カ その他 

効果的に事業を実施するために必要と考える業務仕様書の改善提案（修正や追加をすべきと考 

えるもの）がある場合は記載すること。 

 

10 委託候補者の選定方法 

（１）審査 

県が指定する「ふくしま２４時間子どもＳＯＳ」電話相談事業委託に関する審査員が企画提案書及

びその他提出書類の書面審査を行う。 

なお、プレゼンテーション審査は行わない。 

（２）審査項目及び配点 

ア いじめ等の諸問題に悩む児童生徒への支援について、本業務の重要性を理解し、常に問題意識を

持って業務に臨むことができるか。［20点］ 

イ 従事者として専門職の配置及び人材育成等、適切な相談体制の確保ができるか。また、支援対象

に関する情報を確実に聞き取れる体制が整備されているか。［20点］ 

ウ 児童生徒の電話相談の実績や組織体制などから、適切な業務遂行能力が認められるか。また、相

談内容の緊急性の判断が適切に行われる体制が整っているか。［20点］ 

エ 個人情報や相談者のプライバシーに配慮した環境が整っているか。［10点］ 

オ 電話対応能力向上や生徒指導に関する研修を行うとともに、関係機関等の情報を収集すること

で、相談者に適切な支援を行う環境が整っているか。［20点］ 

カ 必要な経費が適切に積算されているか。［10点］  
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（３）委託候補者の決定 

審査員が書類審査を実施し、各審査員の評点を合算した点数（総合得点）が最も高い提案者を委託

候補者とする。総合得点が同点の提案者が複数いる場合など、書類審査では委託候補者を特定できな

い場合は、委員が協議して選定するものとする。 

なお、満点の６割を最低基準点とし、総合得点が最低基準点に満たない場合は委託候補者としな

い。 

また、提案者が１者の場合、総合得点が最低基準点に達していれば委託候補者とする。 

（４）審査日 

令和７年３月上旬から中旬 

（５）審査結果の通知 

プロポーザル参加者全員に文書で通知する。 

 

11 企画提案書が無効となる場合 

（１）次のいずれかに該当する企画提案書は無効とする。 

ア 企画提案書を提出した者が本要領３に定める資格要件を満たしていない場合または委託候補者を

選定するまでの間に資格要件を満たさなくなった場合 

イ 同一の者が２つ以上の企画提案書を提出した場合 

ウ 企画提案書が提出期限までに到着しない場合 

エ 企画提案書に提出書類が添付されていない場合 

オ 企画提案書及び提出書類に虚偽の内容が記載されている場合  

カ 見積書の金額が本要領２（３）に記載した委託契約上限額を超えている場合 

キ 民法（明治２９年法律第８９号）第９０条（公序良俗違反）、第９３条（心裡留保）、第９４条

（虚偽表示）または第９５条（錯誤）に該当する提案 

ク 誤字、脱字等で必要事項が確認できない場合 

ケ 審査員または関係者に企画提案書に関する援助、問い合わせを直接的または間接的に求めた場合 

コ その他本要領及び様式で示す条件に適合しない場合 

（２）企画提案書の内容と見積書の内容が明らかに整合しない等、企画提案書の提案内容に基づく業務履

行が担保されないと判断される場合は、審査員が審議のうえ、企画提案書を無効とする場合がある。 

 

12 契約の締結 

（１）本業務の業務委託仕様書は委託候補者が提出した企画提案書を踏まえて作成するが、本業務の目的

達成のために必要と認められる場合は、県と委託候補者との協議により、提案内容を一部変更した上

で業務委託仕様書を作成する。この場合において、委託候補者との協議が整わなかった場合は、次点

者と協議を行うものとする。 

（２）県は福島県財務規則（昭和３９年福島県規則第１７号）に定める随意契約の手続きにより、委託候

補者から見積書を徴取し、予定価格の範囲内であることを確認して契約を締結し、契約書を取り交わ

すものとする。 
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（３）委託候補者は、福島県財務規則（昭和３９年福島県規則第１７号）第２２８条の規定により、契約

保証金として契約金額の１００分の５以上の額の契約保証金を納付しなければならない。ただし福島

県財務規則第２２９条の各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金の全部または一部の納付を免

除する。 

（４）本要領に定めのない事項は、福島県財務規則（昭和３９年福島県規則第１７号）による。 

 

13 公正なプロポーザルの確保 

（１）プロポーザル参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

（２）プロポーザル参加者は、競争を制限する目的で他のプロポーザル参加者と提案内容に関する相談を

行ってはならず、独自に企画提案書等を作成しなければならない。 

（３）プロポーザル参加者は、委託候補者の決定前に、他のプロポーザル参加者に対して企画提案書等を

意図的に開示してはならない。 

（４）プロポーザル参加者が連合し、または不穏な行動をなすなどの場合において、プロポーザルを公正

に執行することができないと認められるときは、当該プロポーザル参加者をプロポーザルに参加させ

ず、またはプロポーザルの執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

 

14 提出書類等の取扱い 

（１）提出書類は返却しない。 

（２）提案のための費用は、企画提案書の提出者の負担とする。 

（３）提出書類の用紙の大きさは日本産業規格Ａ列４番とし、製本や糊付け等はせずにクリップ等の簡易

な方法で留めて提出すること。 

（４）電送または電子媒体による提出は認めない。 

（５）提出期限後の提出書類の再提出及び差し替えは認めない。 

（６）提出書類の著作権は、それぞれの提出者に帰属する。ただし、県は必要に応じて審査等のために複

写するとともに、契約相手方の決定後の公表等で全部または一部を無償で使用できるものとする。 

 

15 書類の提出先 

福島県教育庁義務教育課 

〒９６０－８６８８ 

福島県福島市杉妻町２番１６号（県庁西庁舎５階） 

電話０２４－５２１－７７７４ 

FAX ０２４－５２１－７９６８ 

電子メールk.gimukyouiku@pref.fukushima.lg.jp 


